
 

 

長期増分費用モデル研究会開催要綱（案） 

 

 

１ 目的  

現行の長期増分費用モデルは、平成 28年度から平成 30年度までの３年間、固

定電話の接続料算定方式等として適用されているところ、平成 31 年度以降の接

続料算定に係る長期増分費用モデルの検討（以下「次期長期増分費用モデルの検

討」という。）を行うため、長期増分費用モデル研究会（以下「研究会」という。）

を開催する。 

 

２ 検討事項  

研究会は、以下の事項について、検討を行う。 

(1) 次期長期増分費用モデルの検討 

(2) 接続料算定等に用いる長期増分費用モデルの入力値の見直し 

 

３ 構成及び運営  

(1) 研究会は、総務省総合通信基盤局長の研究会とする。 

(2) 研究会の構成員は、別紙のとおりとする。 

(3) 研究会には、座長及び座長代理を置く。 

(4) 座長は、研究会の構成員の互選によりこれを定める。 

(5) 座長は、座長代理を指名する。  

(6) 研究会は、座長が召集し、主宰する。 

(7) 研究会は、必要に応じてワーキンググループを設置することができる。 

(8) 研究会は、座長が認めたときは、持ち回りにより会議を開催することができる。 

(9) その他、研究会の運営に必要な事項は、座長が定めるところによる。 

 

４ 庶務  

 研究会の庶務は、総務省総合通信基盤局電気通信事業部料金サービス課がこれを

行うものとする。 
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